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第三部 地理的表示保護制度 
 
第 1章 はじめに 
 
WTO/TRIPS 協定は、加盟国に地理的表示を保護する法的手段を確保することとしている。
ところが、どのような形式で保護するかについては各国に任せられたため、各国は不正競
争防止法、商標法の団体商標若しくは証明商標、又は地理的表示の登録に関する特別法(以
下独自の地理的表示登録制度)をもって保護している1。韓国では、不正競争防止法、農水産
物品質管理法での地理的表示登録制度(1999年)、商標法での地理的表示団体標章制度(2005
年)等をもって保護している。そして、地理的表示登録制度と地理的表示団体標章制度を調
整するために、商標法には農・水産物品質管理法の地理的表示登録対象品目について、地
理的表示団体標章の登録出願がある場合に、その該当有無について農林水産食品部長官の
意見を聴取するという調整規定を置いている。しかし、このような保護規定があるにも関
わらず、地理的表示の保護制度を巡る議論は続き、2007 年に締結された韓国と米国間の自
由貿易協定では、米国側から証明商標制度をもって地理的表示が保護されるように求めら
れた。そして、2009 年締結された韓国と欧州共同体間の自由貿易協定では、欧州側からの
主要案件として地理的表示の保護強化が求められた。この際、農産物への絶対的な保護の
拡大や地理的表示の普通名称化の問題が議論された。 
このような状況の下、韓国は、地理的表示の保護を巡る国際的な動向に従うために、自
らの制度を保ちながら新しい制度を有効に受け入れる制度改編をしなければならなくなっ
てきている。本稿の目的は、地理的表示の保護制度を巡る国際的議論や諸外国の保護状況
を通して、韓国の地理的表示保護制度の在り方を分析することにある。 
研究方法は二つに分けられる。一つは、多数の地理的表示保護制度の分析である。独自
の地理的表示登録制度と商標法による保護制度を巡る国際的論争や欧州共同体、米国、日
本及び韓国の保護状況を詳述する。もう一つは、設定課題の分析である。課題としては、
商標法による地理的表示の保護の限界、地理的表示保護制度間の相関関係とその調整、地
理的表示団体標章自体についての類似判断、商品品質との関係、第三者(産地の人々)の保
護、そして、地理的表示の普通名称化防止問題を取り扱う。証明商標による地理的表示の
保護については第二部で分析したため省くこととする。 
 
 
第 2章 国際的動向 
 
第 1節 総説 
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地理的表示保護と関連する国際条約には、パリ条約、虚偽の又は誤認を生じさせる原産
地表示の防止に関するマドリッド協定、リスボン協定、WTO/TRIPS協定がある。 
工業所有権の保護に関する 1883年パリ条約は、地理的表示に関する最初の多国間協定で
ある。同条約は、産品の原産地又は生産者、製造者若しくは販売人に関して、直接又は間
接に虚偽の表示が行われている場合に、同盟国に対して国内における差押え、輸入禁止等
の適当な救済手段を与えるように義務付けている(第 10条)。 
1891 年虚偽の又は誤認を生じさせる原産地表示の防止に関するマドリッド協定は、パリ
条約の特別取極めとして作成されたものである。同協定は、原産地表示に関する国境措置
に加えて、加盟国の法に基づいてワインの原産地名の普通名称化を禁止している。 
1958 年リスボン協定は、パリ条約やマドリッド協定での原産地名称の保護をさらに強化
している。同協定は、原産地名称を保護するために国際登録制度と、登録された原産地名
称に関して誤認又は混同の要件を撤廃することを定めている。 
1995 年 TRIPS 協定は、地理的表示について特別保護規定を設けている。TRIPS 協定に地
理的表示の規定が含まれるようになった背景には、長い歴史から著名な地理的表示を多く
有する欧州旧大陸と、欧州地名と同じ地名を付けている地域が多い米国や豪州等の新大陸
間での激しい対立がある。当然ながら、欧州旧大陸は、地理的表示について強い保護を求
めており、新大陸は弱い保護を求めている。内容は以下の通りである。 
 
第 2節 TRIPS 協定 
TRIPS 協定上の地理的表示保護規定は、一般産品についての条件付保護規定(第 22 条)、
ぶどう酒及び蒸留酒についての絶対的保護規定(第 23 条)、そして例外規定(第 24 条)に分
けられる。 
第 22条には、地理的表示が定義されている。そして、加盟国は、一般産品の地理的表示
について消費者の誤認混同を要件に、自国法に基づいて、第三者の商標登録を禁止するこ
とや、利害関係者が第三者の使用について法的措置をとれるようにすることが定められて
いる。本規定は、パリ条約の規範内の義務であるために、多くの国は国内法規ですでに同
趣旨を定めているので確認規定として評価されている。 
第 23 条は、第 22 条の追加保護規定である。加盟国に、ぶどう酒及び蒸留酒の真正原産
地について、消費者の誤認混同の有無に関わらず法的措置を確保することが定められてい
る。 
第 24条には、既に成立された商標の既得権等を保護するために三つの例外が定められて
いる。一番目は、使用の継続に関する例外である(第 24 条 4 項)。WTO 合意の日(1994 年 4
月 15日)前の尐なくとも 10年間、又は同日前に善意で関連商標を継続的に使用してきた場
合は、その既得権を認める規定である。二番目は、先行商標に関する例外である(第 24条 5
項)。先行商標になる基準日は、WTO 協定発効日又は地理的表示が本国で保護された日のい
ずれかの前とされている。三番目は、普通名称に関する例外である(第 24条 6項)。本国で
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地理的表示として保護されていても、ある国では普通名称であるものについて本協定を適
用しないという規定である。 
そして、TRIPS協定は、地理的表示についての再交渉をすることを二つ定めている。一番
目は、ぶどう酒の地理的表示に関して、TRIPS理事会は通報・登録のための国際制度を創設
する交渉を行うことである(第 23条 4項)。二番目は、地理的表示の保護をさらに強化する
ために、加盟国は二国間及び多国間交渉を行うことである(第 24条 1項)2。 
 
第 3節 国際的論争 
2003 年、米国と豪州は、欧州共同体を相手に WTO へ提訴した。提訴の理由は、欧州共同
体の規則「農産品及び食品の地理的表示及び原産地呼称に関する 1992 年 7 月 14 日付け理
事会規則(No 2081/92)」3が、TRIPS 協定上の内国民待遇や商標の保護等に関する義務に違
反するとの主張からなる。 
米国と豪州は、TRIPS 協定の内国民待遇の規定(第 3 条)の違反について、EC 域外にかか
る地理的表示についてはその地域が属する国に、EC と同等の保護制度を採用すること、か
つ、ECの産品に対等な保護を供与することを条件としている(規則 12条(1)等)。その結果、
域外の国民は、保護を受ける可能性、申請手続、異議申立手続、検査体制において、域内
国民より不利な待遇を受けることになると主張した。そして、商標の保護(第 16条)等につ
いても、EC 規則は、商標権者に混同のおそれがある地理的表示の使用を差止める権利を確
保していない(規則 14 条(3))と主張した。 
この提訴に対して、2005 年に WTO パネルは、EC 規則の内国民待遇の違反に関して、EC
域内の地域に係る地理的表示と域外の地域に係る地理的表示との間で、登録条件やその手
続きに差異を設けることは、実効的な機会の平等性を認める内国民待遇原則に反すること
になると判断した。しかし、EU規則が TRIPS協定第 16条の商標の保護に違反するかについ
てはその違反を認めたが、第 17 条の例外規定により EU 規則は正当化されると判断した。
第 16 条は、登録商標権者に、同一又は類似表示を登録した産品・サービスと同一又は類似
の産品・サービスに使用してその使用に混同を招来するおそれがある場合は、かかる使用
を禁止する排他的権限を与えなければならないと規定している。ところが、第 17 条は、商
標権について、たとえば、記述的用語の公正使用等、限定的な例外を規定することができ
るようにしている。ただし、その例外は、商標権者及び第三者の正当な利益を考慮したも
のでなければならないとも定めている。そこで、WTOパネルは、地理的表示が公正使用に相
当する産地表示機能を果たしている場合には、先行する登録商標があるにも関わらず、地
理的表示と商標は並存できると判断した4。 
 
 
第 3章 諸国の保護状況 
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第 1節 欧州共同体 
一 EC規則の制定 
 1992 年、欧州共同体は、農産品及び食品について地理的表示及び原産地呼称の保護に関
する規則を制定した(以下 EC 規則 2081/92)。当時、共同体では、共通農業政策の一環とし
て、農業生産の多様化の奨励、農民の収入の向上、特定産物についての消費者の需要の増
大に合わせて、原産地に関する情報を提供する必要性があった。そのため、規則を制定し、
生産者の間では公正競争の保証を、消費者には産物に関する信頼性の向上を期待した。と
ころが、EC 規則 2081/92 は、WTO パネルにより TRIPS 協定に違反すると判断されたため、
欧州共同体は規則を修正し、新たに「農産品及び食品に地理的表示及び原産地呼称に関す
る 2006年 3月 20日付け理事会規則、以下 EC規則 510/2006」を制定した。 
主な修正点は次の通りである。先ず、EC 規則 2081/92 の第 12 条を削除して、第三国の
商品が EC 規則の適用を受ける為には、第三国も EC 規則が定める制度と同等の制度をもつ
べきであるという条件をなくした。次に、第三者による異議申立てや登録前の情報公開を
確実にするために、商品明細書と商品と地理的環境や地理的原産地との関係を単一の文書
に記載することにした(第 5条 3項(c))。そして、第三国からでも直接に登録を申請するこ
とも可能にした(第 5 条 9 項)。ある申請が第三国の地域名と関連する場合には、その申請
が EC規則の登録条件を満たしながら、当原産国で関連地域名が保護されているという証明
があれば、直接に又は第三国を経て欧州委員会に登録申請することができるようにした。
また、第三国で設立ないし居住する法的利益をもつ自然人や法人は、加盟国民と同様に異
議申立てができるようにした(第 12条 1項、2 項)。 
商標と原産地呼称及び地理的表示との関係については、原産地呼称又は地理的表示が登
録された場合には商標登録出願は却下される。そして、産地呼称又は地理的表示が EC委員
会へ出願された後の商標登録出願は却下される(第 14条 1項)。しかし、出願商標、登録商
標、使用により確立された商標は、原産国において原産地呼称又は地理的表示の保護日又
は 1996年 1月１日前に、EC域内で善意に使用されている等の条件を満たす場合には、原産
地呼称又は地理的表示の登録に関わらず継続に使用することが認められている(第 14 条 2
項)。 
二 内容  
1 保護対象 
 既存の慣行に従って、原産地保護呼称(PDO)と地理的保護表示(PGI)の二種類を保護して
いる。 
原産地保護呼称とは、地方、特定の場所、又は例外的に国の名称であって、①当該の地
方、特定の場所又は国を原産地とすること、②その品質又は特徴が、固有の自然的及び人
的要因を備えた特定の地理的環境に、基本的又は排他的に起因すること、③その生産、加
工及び調製が定義された地域において行われている該当する農産物又は食品を表現するた
めに使用されるものをいう(第 2条 1項(a))。 
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 地理的保護表示とは、地方、特定の場所、又は例外的には国の名称であって、①当該の
地方、特定の場所又は国を原産地としていること、②当該の地理的原産地に起因する固有
の品質、評判その他の特徴を有していること、③その生産及び／又は加工及び／又は調製
が定義された地域において行われている該当する農産物又は食品を表現するために使用さ
れるものをいう(第 2 条 1項(b))。 
 原産地保護呼称(PDO)の方が、地理的保護表示(PGI)より厳格に保護されている。 
2 出願人要件 
 団体のみ登録を出願することができる(第 5 条 1 項)。団体は、同一農産物又は食品を扱
っている生産者や加工者の連合体であるが、法的な組織をもつ必要はない。出願条件を満
たす自然人又は法人は団体として扱われる。 
3 登録手続 
 関連地域が、加盟国にある場合に登録申請は当該加盟国で行う(第 5条 4項)。加盟国は、
本規則に従い、申請内容を審査して、その内容が適合であると判断できた場合には、欧州
委員会へ申請書を送付する(第 5条 5項)。 
 欧州委員会は、12 か月以内に、登録出願が本規定に定める要件に適合するか否かを審査
する(第 6条 1項)。他に、申請地域名称が普通名称になっているか否かを判断する(第 3条
1 項)。欧州委員会は申請された地域名称を公表する(第 6 条 1 項)。そして、登録出願が適
合であると判断された場合には官報に掲載する(第 6 条 2 項)。官報掲載内容に対し異議が
ない場合は登録した後、改めて官報にその内容を掲載する(第 7条)。 
4 登録効果 
 登録された地域名称は次の行為から保護される。(ア)登録地域名称の対象商品ではない
商品に、登録地域名称を直接又は間接に商業上使用して、関連商品が登録地域名称の対象
商品と類似する場合、又は地域名称の使用が保護される地域名称の評判を利用する場合。
（イ）濫用、摸倣、又は喚起的な使用として、商品の真正な産地が表示される場合、登録
地域名称が翻訳される場合、「風」、「タイプ」、「方式」、「何々製法による」、「類
似品」等の表現を伴う場合。（ウ）関連商品の包装、広告物、資料に、商品の出所、原産
地、性質、本質的な特徴について虚偽表示又は誤認を起こすような表示を付す場合。そし
て、出所に関して虚偽の印象を与えるような包装箱の場合。（エ）商品の真正な出所につ
いて消費者に誤認を起こしそうな慣行(第 13条 1項)。 
三 普通名称化関連事例 
EC 規則 510/2006 により申請された対象名称は普通名称であるか否かが審査される(第 3
条)。このとき、普通名称化になる場合とは、農産物又は食品の名称であって、その農産物
又は食品の生産又は販売が最初に行われた地域の名称に関するものであるが、既に農産物
又は食品の普通の名称となっているものをいう。あらゆる要因が判定要素として適用され
ているが、特に、加盟国と消費地における現状、関連国及び共同体の法律が重要である。
他にも、対象名称が植物や動物の品種名と抵触する場合で消費者に混同を生じさせるおそ
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れがある場合、又は同音異義地名を登録すると既に登録された地理的呼称と消費者に混同
を生じさせるおそれがある場合、そして、対象名称が登録されると既存の著名な商標と消
費者に混同を生じさせるおそれがある場合が普通名称化になる場合になる。 
このような判定審査後に登録された地理的名称については、普通名称にならないとされ
ている(第 13条 2項)。 
関連事例として、二つの FETA 判決が取りあげられる5。二つ FETA 判決の主な争点は、表
示「FETA」が、EU規則第 3 条の一般名称に該当するか否かである。関連規定である EC規則
2081/92 第 17 条では、加盟諸国に、同規則施行後 6 月以内に、登録を希望する地理的名称
を欧州委員会に通知することを規定した。この規定に基づいて、ギリシャ政府は 1994 年
「FETA」を通知し、欧州委員会は 1996 年原産地呼称(PDO)として登録した。本事件は、こ
の登録に対してデンマーク、ドイツ及びフランスの政府は、表示「FETA」はすでに多くの
国で使用されているという理由で欧州委員会を相手に登録無効を求めた訴訟である(第一
判決)。 
「FETA」という語は、円盤を意味するイタリア語の fetta から由来されたもので、ギリ
シャがベネチアの影響下にあった 17世紀から使われてきた。FETAチーズは、羊あるいは山
洋の乳から製造されるチーズの一種で、白くて軟質であり、食塩水中で熟成させたため強
い塩味をもつという特徴がある。 
第一判決は、「FETA」の登録において、欧州委員会は、EC規則第 3条の普通名称であるか
否かの判定において考慮すべきであった要素である、ギリシャ以外の国で対象名称が久し
く使用されてきた事実等を十分に考慮しなかったという理由で、登録無効を宣言した。欧
州委員会は、この判決を受けて 1999 年原産地保護名称(PDO)登録簿から「FETA」を削除し
た。 
その後、欧州委員会は再び「FETA」チーズの製造や消費量及び「FETA」の名称が加盟国
の需要者にどれぐらい周知されているかについて調査した。そして、その情報から、「FETA」
は普通名称ではないと判断して、2002 年「FETA」を再登録した。この登録に対して、ドイ
ツ及びデンマークは、「FETA」は普通名称であると主張して「FETA」を登録した EC 規則
1829/2002の無効を訴えた(第二判決)。 
第二判決は、ドイツ及びデンマークの請求を棄却した。判決は、地理的名称が普通名称
化を判定するためにあらゆる要素、特に、その名称の出所である加盟国及び消費地にお
ける現状、他の加盟国における現状、そして関連する各国又は共同体の法律を考慮すべ
きであると判示した。具体的にこれらの要素を検討すると、①「FETA」チーズの特徴であ
る、塩水に漬けた白いチーズは、ギリシャのみならずバルカン諸国や地中海沿岸地方にお
いても生産されているが、それらのチーズは「FETA」とは異なる表示で知られている。②
1988 年までは、事実としてギリシャの伝統的な方法である羊や山洋の乳を食塩水中で熟成
する方法とは異なる方法で、牛乳から製造されるチーズに「FETA」表示を付けて、ギリシ
ャへ輸入したこともあった。ギリシャ国内でも非伝統的な方法、特に牛乳から「FETA」チ
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ーズを作ったことがあった。しかし、このような状況はギリシャ政府が 1988年から施行し
ている省令第 2109/88 号により一新されていた。そして、加盟国の消費者は、「FETA」チ
ーズをギリシャと関係して認識している場合が多く、FETA の生産や消費はギリシャに集中
されていた。③「FETA」という用語が輸出借入金関連の共同体法で使用されている。しか
し、このような事実は、知的財産権として同語を認めるか否かとは関係しない。また、ギ
リシャとオーストリアの間では、1972 年から二国間協定により「FETA」を地理的名称とし
て認めている。デンマークでも立法で FETAチーズを保護してはいるが、当該表示は「FETA」
ではなく「デンマーク FETA」で保護されていることはギリシャとの関係を暗示することと
して判断できる。 
以上の検討結果をもとに、第二判決は、欧州委員会が行った「FETA」の再登録を有効と
して認めた。 
 
第 2節 米国 
一 団体商標制度と証明商標制度 
商標法は、原則に、主として地域を表示する記述的な商標については、識別力を備えな
い限り商標登録を認めていない(第 1052条)。しかし、団体商標又は証明商標に該当する場
合は地理的出所表示であっても例外に登録を認めている(第 1054条)。 
団体商標とは、(ア)共同組合、団体またはその他の集合的集団もしくは組織の構成員に
よって使用され、又は、(イ)その協同組合、団体またはその他の集合的集団もしくは組織
の構成員が取引上使用する真正な意思を有し、かつ商標法によって設けられた主登録簿へ
の登録を出願しているものをいう。団体商標の出願や権利効力については、団体商標権者
に関する規定を除き、通常の商標登録と同様の規定が適用されている6。 
証明商標とは、証明商標権者により、生産者の商品が一定基準に合致することを確認し、
これを表示して証明する商標である。証明商標の所有者は証明商標を使用できない、また、
証明商標は商品又は役務の商業的出所を表示するものではないという特徴がある。しかし、
商標の目的が、それを付した商品が一定の品質をもっていることを、当該商品の生産者以
外の者(証明商標者)により検査、試験、証明されていることを消費者に知らせることにあ
るため、消費者のための情報の強化、そしてその信頼へ対応するという趣旨から通常商標
と同様に取り扱われている7。そのため、いくつかの例外規定を除いて、通常商標に関する
すべての規定が証明商標にも適用されている(第 1054条)。 
団体商標と証明商標との関係について比較すると、前者が商品(役務)の製造者や提供者
と団体との関連を示すのに対して、後者は商品(役務)の特徴や性質等を証明するという点
で違いがある。しかし、この違いは場合によっては不明確である点について従来から認識
されている8。しかし、それにもかかわらず、両商標の機能や、それに従う管理統制の程度
が異なるため、両商標への需要は異なっている。 
二 内容 
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1 対象標章 
団体商標又は証明商標についても、通常商標と同様に、記述的な標章や混同の可能性が
ある標章は登録できない。そして、地理的表示に関する商標であっても産地名称が必ずし
も登録商標に含まれる必要はない。例えば、フロリダ産のシトラスを証明するために
「SUNSHINE TREE」が登録されたことがある。そして、産地名称は、単独であっても、産地
名と他の語との組み合わせでも、産地を表示する商標であるならば登録が認められる。例
えば、「Idaho」、「Grown In Idaho」が Idaho Potato Commission の証明商標として登録さ
れている。 
2 出願人要件 
地理的表示と関連する証明商標の場合は、出願人要件として、当該地域の全ての人が自
由に使用する権限の保障や、標章の差別的又は不法な使用の防止という地理的表示の使用
管理権限が必要である。そのため、通常、管理権限を満たすものは、政府機関又は政府機
関の許可で運営される団体になる。 
3 登録手続 
基本的に通常商標の出願手続きに従っている。加えて、団体商標の出願には、標章を使
用する者と出願人との関係、当該標章に関する出願人の管理及び使用を記述しなければな
らないとされている。そして、証明商標の出願には、標章の使用方法や条件を詳細に含め
なければならない、かつ、出願人は当該標章の使用について正当に管理ができ、出願人自
身は登録された商品(役務)の生産又は販売に従事していないことを確認させなければなら
ないとされている。 
4 登録効果 
通常商標と同様に、団体商標と証明商標の登録がなされることは、当該標章の有効性
(validity)、当該登録の有効性、そして指定商品役務について、その登録に記載された条
件や制限に従い商標権者の排他的権利を推定させる証拠となる9。そして、権利者の同意を
得なく使用する者には損害賠償、差止及び侵害標章の廃棄に服させることができる10。 
5 登録取消 
団体商標の登録は、当該商標が通常商標として使用されて、もはや、集団又は構成員が
当該標章のもとで商品を製造することを消費者に示さない場合は取消される。 
証明商標の登録は、商標権者又はその使用者が、その商標の使用商品を製造若しくは販
売又は役務を提供する旨を虚偽に表示する場合は取消される11。他に、 第 1064条では、 一
般登録取消事由以外にも証明商標に関する登録取消理由が付加されて、証明商標権者の管
理能力を強化している。具体的には、証明商標権者が、(A)当該標章の使用を統制せず若し
くは正当に統制権限を行使することができない場合、(B)証明標章が使用されている商品若
しくはサービスの生産若しくは販売に従事している場合、(C)証明行為以外の諸般の目的の
ため証明標章の使用を許可する場合、又は(D)当該標章の証明基準若しくは証明条件を維持
している者の商品若しくはサービスを証明し若しくは引き続き証明することを差別的に拒
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否する場合が該当する。連邦取引委員会も、上記の場合に登録取消を請求することができ
る。しかし、如何なる場合も、証明商標権者が、証明プログラム又は証明基準を満たすた
めにする商品若しくはサービスの宣伝等の行為については禁止してはならないとしている
12。 
 
第 3節 日本 
一 地域団体商標制度による保護 
1 概要 
2006 年から地域団体商標制度(以下本制度)が施行されている。本制度が制定された経緯
は次の通りである。日本の地域商品についての評価が高くなるにつれて、国内外からの模
倣品が市場に出回るようになり、その行為を規制する適切な手段として産地表示を登録で
きるようにすべきだという要求が強くなった。ところが、商標法では、原則に商品の産地
を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標について登録が認められていな
い(第 3 条 1 項 3 号)。例外に、産地表示であっても明らかに識別性を有する場合で、使用
された結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができる
ものについては、商標登録を受けることができる(第 3 条 2 項)。しかし、周知の程度は、
一定の例外(特殊な商品、地域限定)を除いて、原則的に全国的な範囲の需要者に知られて
いると解されている13ため、実際に第 3条 2項により登録された産地表示団体商標はわずか
3 件(笹野彫、笹野一刃彫、宇都宮餃子)にとどまっていた。 
このような状況で、周知要件を緩やかにして産地表示の登録を認める制度が本制度であ
る。即ち、本制度は、地域の名称と商品(役務)の名称等のみからなる商標について、一定
の範囲で周知となった場合には、所定の要件を満たす団体に地域団体商標として登録を認
めるとともに、その商標を使用した第三者の営業活動の支障とならないように、商標権の
効力について一定の制限を設けている。具体的な内容は以下の通りである。 
2 内容 
1) 出願人要件 
出願人要件は、法人格を有する(外国法人を含む)事業協同組合その他の特別の法律によ
り設立された組合で、当該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成員たる資格
を有する者の加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも
困難な条件を付してはならない旨の定めのあるものに限定されている(第 7条の 2)。 
出願主体を限定した理由は、第三者の適正な使用が妨げられることを事前に防止するた
めである。この理由があるため、地方公共団体や商工会議所の場合は地域団体商標の出願
人として認められていない。前者については事業者をその構成員としていないことで、後
者の場合は多業種事業者で組織されていることで、同一地域ブランドを共通に使用する必
要が乏しく直接に関連する団体として認められ難いからである。 
2) 対象商標 
72 
 
地域団体商標として登録できるためには、構成員に使用させる商標について、その使用
の結果周知性を獲得していること、商標が地域の名称と商品(役務)の名称等からなる文字
商標であること、地域団体商標の地域名称は使用の商品(役務)と密接関連性を有すること
を要件とする。 
3) 商標権の効力と制限 
地域団体商標は、幾つかの例外を除いて、通常商標と同様の効力がある。即ち、商標権
者は指定商品(役務)について登録商標の使用をする権利を専有する(第 25条)。そして、自
己の商標権を侵害する者(侵害するおそれがある者)に対して差止めを請求することが可能
である(第 36条)。さらに、登録商標に類似する商標についてはみなし侵害が適用される(第
37 条)。 
地域団体商標に係る商標権を有する組合の構成員は、当該組合等の定めるところにより、
登録商標の使用をする権利を有する(第 31条の 2)。そして、取消審判等で14、通常使用権者
とみなされている(第 31条の 2の 3項)ため、構成員が商品の品質の誤認を生じる使用をす
る場合は、何人も、地域団体商標の取消審判を請求することができる(第 53条)。 
他の制限として、通常商標の商標権と同様に、地域団体商標に係る商標権についても、
登録商標に係る指定商品(役務)と同一・類似の商品(役務)の普通名称、産地、販売地、提
供の場所等を普通に用いられる方法で表示する商標については、同商標権の効力が及んで
いない(第 26条)。さらに、正当な第三者の利用を保護するために、通常先使用権より周知
性の要件が緩和された先使用権による制限(第 32 条の 2)、登録後にも登録主体を制限する
ための商標権移転の制限(第 24条の 2第 4号)等がある。 
4) 登録取消 
商標権者である組合、その構成員又は通常使用権者のいずれも継続して 3 年以上登録商
標の使用をしていない場合、そして、他地域商品を使用して商品の品質に誤認を生じさせ
るような不適切な方法で登録商標を使用した場合は、取消審判請求の対象になる(第 50、51、
53 条)15。 
二 不正競争防止法による保護 
不正競争防止法は、商品(役務)の原産地等について誤認を生じさせるような表示行為を
不正競争行為として規制している(第 2条 1項 13号)。従来は、商標法では産地表示の登録
が原則に認められなかったため、原産地等の誤認的表示については、ほとんどの場合不正
競争防止法が適用されてきた(京の柿茶事件16等)。京の柿茶判決では、被告の表示が、原産
地等について誤認させるような表示であるか否かの判断方法として、被告の商品が京都で
製造加工されているか、または原料が京都で産出されているかで判断して、これらを満た
していない被告「京の柿茶」の標章は原産地を誤認させるような表示に当たると判示した。 
本制度と不正競争防止法による規制との関係を考察すると、本制度の場合は、出願時に、
商標中に使用される地域の名称は、その商標を実際に使用している商品等と密接な関連性
をもつという証明資料として、商品の産地、役務の提供の場所又は商品の主要な原材料の
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産地である場所である事項らを、特許庁に提供するようにしている(第 7 条の 2 の 4 項)。
上記判決の原産地についての判断要素が、本制度では資料として提出されるように明示さ
れている。そのため、従来では不正競争防止法により規制されてきた産地等の誤認混同行
為を、本制度によって商標法で規制することができるようになったという評価もある17。 
 
 
第 4章 韓国の地理的表示保護制度と検討課題 
 
第 1節 韓国の地理的表示保護制度 
一 概要 
韓国には、地理的表示保護制度として、農水産物品質管理法(1999年制定、法律第5667号)
の地理的表示登録制度と、商標法の地理的表示団体標章制度(2005年改正商標法)がある。
前者の地理的表示登録制度の導入趣旨について、農水産物品質管理法案審査報告書では18、
WTO/TRIPS協定での地理的表示保護の遵守、韓国·EU基本協力協定19における地理的表示保護
制度導入の合意、そして、韓国の農水産物を保護育成するために必要であると説明してい
る。一方、後者の地理的表示団体標章制度の導入趣旨について、特許庁報告書では20、「最
近の農産物輸入開放等に対応するためには、地理的表示を利用して商品の差別化を図り地
域特産品の販売を促進させる必要がある。そして、地域特産物と関連する我が国の地理的
表示が外国でも積極的に保護されるようにするためには、当該商品の育成だけでなく事前
に制度を確立することが、WTO/DDA(ドーハ開発アジェンダ)の交渉や自由貿易協定等の国際
的交渉に積極的に対応できる」と説明している。 
以下では、商標法の地理的表示団体標章制度と、農水産物品質管理法の地理的表示登録
制度について詳述する。 
二 商標法の地理的表示団体標章制度 
1 定義 
  産地又は著名な地理的名称の商標登録は原則に認められていない(第 6 条 1 項 3 号と 4
号)。ところが、上記の表示に該当したとしても、その標章が特定商品の地理的表示である
場合には、その地理的表示を使用する商品を指定商品とする地理的表示団体標章の登録を
受けることができる(第 6 条 3 項)。この場合、地理的表示とは、商品の特定品質、名声又
はその他の特徴が本質的に特定地域から得られるもので、その地域で生産、製造又は加工
された商品であることを表す表示をいう(第 2条 1項 3号の 2)。そして、地理的表示団体標
章とは、地理的表示を使用することができる商品を生産、製造又は加工することを業とす
る者だけで構成された法人が直接使用するか、もしくは、その監督下にいる所属団体員に
より自らの営業の商品に使用するための団体標章をいう(第 2条 1項 3号の 4)。 
2 出願人要件 
 一定地域で、その地理的表示に該当する商品を生産、製造又は加工することを業とする
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者だけに構成された法人に出願人適格が認められている。また、品目別の農協、畜協、水
協やこれらの連合会や協議会、生産者や加工者等により構成された社団法人についても出
願人適格が認められている。しかし、個人、商法上の会社、法人格がない団体の出願は認
められていない。 
3 登録手続 
 基本的に通常商標の出願手続に従っている。加えて、地理的表示団体標章の登録出願は、
団体標章の使用に関する事項を定めた定款と、地理的表示の定義に合致することを立証で
きる所定書類を提出しなければならない(第 9条 1項)。 
 地理的表示団体標章に特有な拒絶理由として、地理的表示の定義(第 2条 1項 3号の 2)
や地理的表示団体標章の定義(第 2条 1項 3号の 4)に合致しない場合(第 23条 1項 4号)、
地理的表示を使用できる適格能力をもつ者に対して定款により団体加入を禁止する、又は、
定款に充足しがたい加入条件を規定する等団体加入を実質的に許容しない場合(第 23条 1
項 5号)、さらに、提出された定款に団体標章の使用に関する記載が不十分な場合(第 23条
1 項 6号)を定めている。 
 なお、特許庁長官は、「農産物品質管理法」または「水産物品質管理法」により地理的表
示登録対象品目に対して地理的表示団体標章が出願された場合には、地理的表示の該当可
否について農林水産食品部長官の意見を聞かなければならないとしている(第 22条の 2)。 
4 登録効果 
 地理的表示団体標章権者は、登録された地理的表示をその指定商品について使用する権
利を独占する。ただし、地理的表示登録団体標章と同一又は類似な商標をその指定商品と
同一な商品について使用する行為に限り効力が認められる(第 66条 2項)。指定商品と類似
商品については商標権の効力が及ばないように権利の効力を制限する理由は、登録対象を
できるだけ広く認めるためである。 
5 登録取消 
 特別な事由として、地理的表示団体標章の登録後、団体標章権者が、地理的表示を使用
できる適格能力をもつ者に対して定款によって団体の加入を禁止する場合、又は、定款に
充足しがたい加入条件を規定する等団体加入を実質的に許容しない場合、地理的表示を使
用することができない者に団体加入を認める場合(第 73条 1項 11号)、同音異議語を用い
た地理的表示の地理的出所について需要者の混同を防止するために表示すべきである(第
90 条の 2)規定に反して団体標章を使用し、需要者に品質誤認、地理的出所について混同を
惹起する場合がある。 
三 農産物品質管理法の地理的表示登録制度 
1 定義 
地理的表示とは、農産物及びその加工品(水産物を主原料又は主原料とする加工品を除く、
地理的特産品をいう)の名声、品質その他の特徴が、本質的に特定地域の地理的特徴から起
因する場合に、当該農産物及びその加工品がその特定地域から生産された特産物であるこ
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とを表示するものをいう(第2条5号)。 
2 出願人要件 
 出願主体は、特定地域で地理的表示の登録対象品目を生産又は加工する者で構成された
団体で法人に限る。ただし、生産者又は加工業者が 1 人である場合には、個人も登録申請
が可能である。 
3 登録対象 
登録品目は、その優秀性が国内外で広く知られているもの、当該品目の名声その他の特
徴が本質的に特定地域の生産環境的要因又は人的要因によるもの、地理的表示の対象地域
で生産された農産物である又はこれを主原料として当該地域で加工されたものである。た
だし、高麗人参産業法による高麗人参類に関する地理的表示の登録基準は、伝統的に国内
で耕作される高麗人参種子を国内で耕作して生産された水蔘又はその水蔘を原料として国
内で製造された品目である(農産物品質管理法の施行令第 15条 2項)。 
4 登録手続 
 農林水産食品部長官は、地理的表示の登録申請を受けた場合、地理的表示登録審議会に
回付して登録適格の可否が審査されるようにする(施行令第 18条 1項)。登録申請に拒絶理
由がない場合は、登録申請公告をする。何人も広告日から 30日以内に異議申請をすること
ができる。異議申請がない場合は登録及び登録公告をする。 
5 登録効果 
地理的特産品ではない商品に対しては地理的表示又は類似表示を使用してはならない
(法第 9 条 1 項)。地理的表示の登録を受けた者は、地理的特産品について農林水産食品部
長官が定める表示方法に従って地理的表示をすることができる(第 8 条 3 項)。ただし、地
理的特産品の中で、高麗人参産業法による高麗人参類の場合は、農林水産食品部令が定め
る表示方法の他に、高麗人参類とその容器・包装等に、“高麗人参”、“高麗紅参”、“高
麗太極参”、又は“高麗白参”等、“高麗”の用語を使って地理的表示をすることができ
る(法第 8条 3項)。 
6 登録取消等事後管理 
 生産者団体及び加工業者で構成された団体は特別な事由なしには地理的表示の登録基準
を満す者の加入や脱退を拒否してはならない(施行令第17条)。地理的表示が登録された後
にも、地理的特産品の品質水準を維持するために、地理的表示管理機関長は、地理的特産
品の登録要件への適合性調査等をすることができる。調査結果で違反事例がある場合は、
是正命令、表示停止、登録取消し等の行政処分ができる(法第11条)。 
 
第 2節 検討課題 
一 商標法による地理的表示の保護の限界 
通常の商標なら、標章が地域表示と関連したとしても、商標権者が特定される産地以外
の地域の商品に登録商標を使用する行為は、登録取消審判の対象にならない21。その理由は、
76 
 
通常商標の場合は営業的出所を表示する商標であるため、商標権者には商品の産地や品質
を決める自由があるからである。ところが、地理的表示に係る商標の場合は、商標権者に
商品の産地や品質を決定する自由がないと考えるべきである。そのため、出願審査におい
ては、異なる産地の商品に地理的表示を使用しながらも当該地理的表示を出願(不真正出願)
する行為を防止する規定が必要である。そして、登録後においても、商標登録後に不真正
な地域を産地とする商品に商標を使用(不適正使用)する行為で誤認混同を招く登録商標の
使用行為を防ぐために、その登録を登録要件の違反として無効にするか、又は、地理的表
示の登録を維持する理由がないとして取消さなければならない。 
韓国商標法では、不適正使用について第 73 条 1 項 5 号22、第 73 条 1 項 6 号23、そして、
第 73 条 1 項 12 号24等により取消規定を設けている。ところが、登録取消制度では、何人か
らの請求であってもよいとは言え、特許庁自ら登録を取消すことはできず、取消審判の請
求があることを待たなければならないという限界がある。一方、日本の商標法では、不適
正使用について第 46 条 1 項 6 号25を設けて無効にしている。ここで、同条文の「需要者に
広く認識されなくなった商標」の規定は、実際に、解釈論として、品質が落ちて評判が悪
くなる場合を無効審判の対象となるだろうかという疑問が生じる。同規定が適用される場
合は、地理的表示の関連地域全体の商品の品質が悪くなる場合であり、一部の団体構成員
の関連商品が悪くなった場合は適用されないと考えられる。そこで、団体組織の内部でそ
のような構成員を除名しない限りは、全体の使用が不可になる可能性もあり得るので、団
体内部での定款の厳格な管理が望まれている。 
以上のように、特許庁は、登録官庁であって産業規制官庁ではないので、登録商標の不
適正使用に対してその停止等を命じることはできない。このような限界があるため、地理
的表示に係る商標の不適正使用に対しては、農林水産食品部の行政規制等で正当な使用を
推進支援することが期待されると考えられる。 
二 地理的表示保護制度間の相関関係と調整 
韓国に地理的表示の保護制度が多数導入されている、又は導入されようとしている背景
には、WTO/TRIPS協定や自由貿易協定等の経済協力協定との関連がある。TRIPS協定の地理
的表示の保護規定を履行するために、韓国では、不正競争防止法の改正と、現農林水産食
品部管轄の農水産物品質管理法での地理的表示登録制度の創設が行われた。そして、自由
貿易協定等に対応するため、特許庁管轄の商標法で地理的表示団体標章制度を創設した。
また、韓国米国間自由貿易協定の履行のために、2008 年商標法一部改正案には地理的表示
証明商標に関する規定が置かれている。さらに、2009年韓国 EU間自由貿易協定には、地理
的表示制の保護対象品目の目録と追加手続が定められて地理的表示の保護内容の強化が図
られている26。 
このように多数の制度が並存可能になった理由を考えてみる。まず、TRIPS協定の地理的
表示は、地理的出所だけでなく、地名と密接な関連性がある商品だけを指定商品として認
めることで、営業上の出所を識別させる表示としての機能も果たしている。すると、地理
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的表示は、独自の地理的表示登録制度でも、商標法でも保護が可能になる。また、証明商
標制度を用いても地理的表示は保護できる。 
ところが、商標制度と独自の地理的表示登録制度はその取扱いが異なる面をもつ。商標
制度は他人の商標使用を禁じる要件として混同又は誤認させる行為を求めている。しかし、
独自の地理的表示保護制度は、混同の有無にかかわらず、たとえば、「タイプ」や「風」
等の言葉を加えた使用行為をも禁止できる排他的権利を登録者に与えている。また、普通
名称化の問題についても、地理的表示が商品の原産地を示さず、商品の種類を示す名称と
して使われているとき、商標法では保護できないことがあるものの、地理的表示登録制度
ではそれを維持することができるといった具合に、両制度の取り扱いが異なる場合がある27。 
以上の両制度の相関関係から地理的表示を巡る論争は今でも継続している。さらに、
TRIPS 協定は二国間交渉を通じて地理的表示の保護強化を認めている。そこで、米国側は、
第三国との交渉で証明商標制度により地理的表示が保護できるようにしている。これに対
して、欧州側は、農産物へ絶対的な保護の拡大や普通名称化の防止を求めている。 
韓国には地理的表示保護を巡る当面の問題として、地理的表示の定義に適する商品を多
く育成しながら地域ブランドの保護を強化しなければならないことが挙げられる。しかし、
経済協力協定へ対応するために多数の制度を受入れるしかない状況にもおかれている。そ
の結果、国内で多数の制度間での衝突も予想されている。多数制度間の問題について WTO
パネルでは、地理的表示が公正使用に相当する産地表示機能を果たす場合には、先行する
登録商標があるにも関わらず、地理的表示と商標は並存できると判断した。韓国は、国内
の多数制度間の衝突問題について調整規定を設けて対応している。即ち、商標法では、地
理的表示団体標章の出願が、農産物品質管理法又は水産物品質管理法により地理的表示登
録対象品目と関わる場合に、地理的表示の該当可否について農林水産食品部長官の意見を
聞かなければならないと規定している(第 22 条の 2)。本規定をもって多数制度の並存から
招来し得る消費者の混同を最小限にしようとしたと考えられる。 
三 地理的表示団体標章の類似判断 
1 地理的表示団体標章間の類似判断 
二つの地理的表示団体標章が同時に出願される場合は、地理的表示という定義から互い
の周知性が認められる可能性が多い。すると、他人の周知商標の登録制限規定(韓国商標法
第 7条 1項 9号の 2)28が適用され共に登録が認められなくなるため、審査段階での調整が必
要になると考えられる。 
2 通常商標と地域団体商標間の類似判断 
①通常商標登録(先願)と地理的表示団体標章の出願(後願)との関係については、先願の
登録商標は原則に産地表示には登録が認められないため、その図形等の部分が商標の要部
になる。そのため、後願の地名と商品で構成された地理的表示団体標章の出願標章とは類
似しないと判断できる。 
②地理的表示団体標章の商標登録(先願)と通常の商標登録出願(後願)との関係について
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は、登録された地理的表示団体標章より後に出願された商標で、地理的表示団体標章と同
一又は類似の文字を含む商標については、需要者は後願の商標の文字部分に着目して記憶
し取引に当ることが尐なくないため、後願の商標は類似商標として判断される可能性が多
い。 
二つのケースから、従来からの識別力のある図形や文字の組合せで登録された先願の通
常登録商標の効力は、地理的表示団体標章があったとしても変わらないものの、実際の営
業において影響が出ると思われる。しかし、地理的表示を保護する法趣旨からやむを得な
い採り方であると考えられる。 
3 みなし侵害規定の適用 
韓国では、みなし侵害規定として、通常商標の規定(第 66 条 1 項)29の他に、地理的表示
団体標章についても定めている(第 66 条 2 項)30。その理由は、同一又は類似の地理的表示
団体標章を、第三者が、同一商品でなく類似商品に使用する場合をも含める為である。 
地理的表示団体標章は、需要者の間に広く認識されている特定商品について使用されて
いる。そのため、第三者が許諾なしに地理的表示団体標章の周知性を利用する行為は規制
されるべきであり、第三者が指定商品に地理的表示団体標章と同一又は類似商標を使用す
る行為は認められていない。ところが、第三者が類似商品に類似商標を使用する行為につ
いてまで規制する必要性があるか否かについては、みなし侵害規定の趣旨から考察しなけ
ればならない。 
通常、商標法が登録商標商品の効力を類似商標・類似商品までに及ぼす理由は、同一商
標商品の規制だけでは、類似商標・類似商品による侵害問題に対応できないからである。
ところが、地理的表示団体標章の指定商品は特定産地と密接な関連性をある物に限定され
ている。この密着性という地理的表示団体標章の特性で、需要者は、第三者の類似商品に
ついての商標使用行為に対して、指定商品との誤認混同を起こす可能性が尐なくなる。そ
のため、韓国の商標法では、通常商標についてのみなし侵害規定がそのまま地理的団体商
標について適用されず、類似商品については別途の規定を設けて、第三者の商標選択の幅
をより広く認めたと解釈できる。 
四 地理的表示団体標章と商品品質との関係 
地理的表示団体標章とその商品品質との関係を分析するには、通常商標とその商品品質
との関係を分析することが前提になる。商標法では、商品品質に誤認を生じさせるおそれ
がある商標出願と使用行為を規制している(韓国商標法第 7 条 1 項 11 号31、第 73 条 1 項 2
号と 8号32）。ただし、実際上のケースでは、「品質の誤認」の要件が別途に判断されていな
い。同条文のもう一つの要件である、登録商標の使用行為が「他人の周知商標の商品との
混同」させている行為であるか否かと一緒に判断されているケースがほとんどである。 
そして、商標の品質保証機能は、商標法の直接保護法益として認められていない。その
理由は、商標権者が、もし品質の不均一な製品を流通させたとしても、商品品質の維持義
務は商標法では規制できないためである。ただし、並行輸入品をめぐって商標の品質保証
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機能が議論されることがある。並行輸入品は商標法上の形式的解釈によると、登録商標の
使用品に該当するために商標権を侵害することになるが、商標機能論に反しない限り並行
輸入品は認められ得るという考え方から、実質的な違法性を欠くと解釈されている。この
場合、商標機能論の内容である出所表示機能・品質保証機能が別々に議論されているとい
うよりも、出所表示機能の同一人の判断のほうを重視して判断されている。ところが、フ
レッドペリー事件33のように、内部契約の違反からもたらされる国内外商標商品の品質の差
異を、単に商標権者の責任として任されることになると、その結果として不均一な品質の
大量商品が輸入されることになり、消費者が商標について期待する商品品質の信頼が維持
できなくなるおそれもある。そのため、並行輸入業者の品質に対する注意義務を高くして、
国内商標権者の品質管理能力を重視するという考えも必要になる。フレッドペリー判決は、
当該並行輸入品は商標権者の同意なく契約条項に定められた許諾の範囲を逸脱して製造さ
れたものであって商標の出所表示機能を害する。そして、並行輸入品には商標権者の品質
管理が及ばず、本件登録商標が保証する品質において実質的に差異を生ずる可能性があり、
商標の品質保証機能が害されるおそれがある。このような商品の輸入を認めると、商標権
者の業務上の信用が損なわれ、需要者の信頼に反する結果となるおそれがある。そのため、
本件並行輸入品には、いわゆる真正商品の並行輸入と認められないので、実質的違法性を
欠くということはできないと判示した。 
次に、地理的表示団体標章と商品品質との関係について分析する。地理的表示団体標章
は、団体商標制度の一形態を採用することで、出願登録主体と関連する規定以外では通常
商標と同様の要件と効力をもっている。ただし、特徴として、地理的表示団体標章は、出
願登録時から特定産地商品が周知されているため、通常商標より需要者の間で商品のより
高い品質が期待されている。これを反映して、商標法では、通常商標の取消事由の他に、
地理的表示団体標章において団体標章権者若しくはその所属団体員が、需要者に商品の品
質について誤認又は地理的出所についての混同をもたらすおそれがある場合を取消審判事
由として定めている(第 73 条 1 項 12 号等)。そして、この場合の所属団体員の地位は、通
常使用権者の地位とは異なる点がある。通常使用権者の場合は契約によって商標権者と結
ばれているが、所属団体員の場合は、契約関係だけでなく、特定地域団体とより密接な関
係で結ばれている。そのため、所属団体員の品質誤認行為は、団体標章権者がその義務を
守っていなかったとの評価を受ける可能性もあり、解釈上、通常使用権者に対する｢相当の
注意義務｣は、地理的表示団体標章の場合は、さらに厳格に義務付けられることも予想され
る。即ち、地理的表示団体標章とその品質保護との関係は、積極的な意味での品質保証義
務までには至らないものの、地理的団体標章権者にはその所属団体員の品質誤認行為を防
ぐための厳格な注意義務が負わされているため、より商品の品質が保証されると考えられ
る。 
五 商標法による地理的表示の保護における第三者の保護 
地理的表示団体標章制度を実行することで、本来なら産地表示が商標法の登録対象でな
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かったため、既存の適正に産地表示の標章を使っていた第三者(産地の人々)による産地表
示の使用は、地理的表示団体標章が登録された後、商標権者により廃止されるおそれがあ
る。そのため、第三者を保護する措置が必要になる。保護方法として次の二つが考えられ
る。一つは、先使用権を認める方法である。日本では通常の先使用権制度の他に地域団体
商標に対する先使用権制度がある。もう一つは、地理的表示団体標章の効力を制限する方
法である。韓国ではこの方法をとっている。通常の先使用権制度はあるものの、地理的表
示団体標章制度についての先使用権制度はもっていない。両保護方法を比較すると以下の
ようになる。 
先使用権制度とは、識別性を備えるに至った商標の先使用者による使用状態を保護する
ための制度である。先使用の周知商標があると、その使用商標と同一又は類似の第三者の
出願商標には登録が認められない(日本商標法第 4条 1項 10号)。もし仮に誤って登録され
ても無効審判請求により救済を求めることができる(第 47条)。ところが、無効審判の除斥
期間(5年)が経過すると登録商標が維持されるようになり、上記の周知商標は保護できない
という不合理的な問題がある。これを再度調整するための制度が先使用権制度である(第 32
条)。韓国でも、未登録の周知商標がある場合に、これと同一又は類似の商標には登録が認
められていない(韓国商標法第 7 条 1 項 4 号)。もし登録されても無効審判請求により救済
される(第 71 条 1 項 1 号)。そして、無効審判の除斥期間(5 年)が経過したら登録商標は維
持されるため、再度調整制度として先使用権制度をもっている(第 57条の 3)。 
日本には、通常の先使用権とは別に、地域団体商標に対する先使用権を定めている(商標
法第 32の 2)。地域団体商標に対する先使用権は、他人の商標登録出願前から不正競争の目
的でなく実際に継続的に使用されていた商標に認められている点で通常の先使用権と共通
する。ところが、地域団体商標に対する先使用権の場合は、要件として使用商標に周知要
件を付加していない点で通常の先使用権と異なる。その理由は、地域団体商標制度のため
である。地域団体商標は登録要件として周知要件が設けられているが、制度の趣旨から低
い水準の周知程度を求めている34。そのため、第三者の救済策として先使用権を、周知要件
なしに継続使用事実だけで認めても、登録権者及び消費者に弊害を及ぼさないこととなる35。 
これに対して、韓国では、地理的表示団体標章権の効力を制限する規定が置かれている
(商標法第 51 条 2 項 3 号36)。この規定で第三者の使用の保護が十分であるか否かを分析す
ると次のようになる。先ず、先使用権があると、第三者の使用行為は明確に保護されるこ
とになるが、先使用権が認められるとしても、効力として従来から地域民の営業のために
認められてきた記述的表示としての産地表示を使用する行為を超えていない。そして、広
く周知されていない産地表示の使用行為に先使用権を認めることで、同制度趣旨について
混同が起こる可能性もあると考えられる。そのため、韓国では、第三者の使用行為を保護
するために、地理的表示団体標章権に対する先使用権制度をおかず、産地表示を記述的に
使用する第三者の行為について、地理的表示団体標章権の効力を制限する方法をとってい
ると判断される。 
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六 地理的表示の普通名称化の防止 
地理的表示は普通名称化の防止策により強化される。普通名称化とは、ある特定の商品
や役務についてその出所を表示する標識の管理を怠ったため、消費者及び同種業者の間で
同標章の出所表示機能が失われて、普通名称として認識されている状態をいう。特に、新
商品が商売され著名になっているものの、未だにその商品を表す一般名称が存在していな
い場合、又は、産地表示のように自他商品識別力が弱い標識の場合に、普通名称化が進み
やすい。韓国では、シャンパン、コニャック、モッツァレラ等が消費者の間で該当商品を
表す一般名詞として認識されている。 
地理的表示の普通名称化は事実認定の問題であるため、普通名称化を防ぐためには、当
該表示についての消費者や取引者の認識を変える必要がある。そのための方法としては、
膨大な費用をかけて宣伝広告をするか、訴訟を起こすか、又は、韓国と EU間の自由貿易協
定のように地理的表示保護目録を相互交換する方法等がある。 
普通名称化が事実現象にも関わらず、EC規則 510/2006では、一旦登録された地理的表示
については普通名称化されないと明示している(第 13条)。これに対して、商標法では、商
標が登録された後で、権利者が管理を怠ったせいで普通名称化になった商標について、第
三者が普通名称を普通に用いる方法で用いる場合には侵害とならないと商標の効力を制限
している。 
そこで、EU規則 510/2006で登録された地理的表示は普通名称化されないと明記できた理
由を分析する。EU の地理的表示登録制度では、普通名称化の問題を起こす要素である権利
者の管理怠慢を防止できる要素、例えば、使用マニュアル作成、第三者による使用につい
ての警告及び宣伝等の普通名称化を防止する努力を、地理的表示の使用規定に予め規定す
ることを地理的表示の登録要件としたため、登録された表示については普通名称化を認め
ないと宣言することができたと考えられる。さらに、欧州は、地理的表示保護制度が整備
されていない間、第三国で地理的表示が普通名称化又は商標登録されてしまった事例につ
いては、韓国と欧州共同体との二国間協定の内容のように、保護項目を相互交換する方法
をとっている。この二国間協定で、韓国は、消費者の間に普通名称として知られていたシ
ャンパンやコニャック等を、地理的表示の保護対象として認めることを合意した。 
 
 
第 5章 結論 
 
以上、商標制度と地理的表示登録制度との相関関係の分析、各国の地理的表示保護状況、
そして、韓国の地理的表示保護制度の現状や商標法による地理的表示の保護における課題
を分析した。 
地理的表示の保護は政策的なものであるため、商標制度と地理的表示登録制度とは互い
に共通点があるものの、効力において取扱が異なり衝突していることがわかる。韓国では、
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地理的表示を独自の地理的表示登録制度でも、商標法でも保護している。この多数制度の
並存から招来し得る消費者の混同を最小限にする規則が必要であったため、商標法には調
整規定を設けている。しかし、商標法により地理的表示を保護するには、法目的から限界
があり十分な保護に補わない。そのため、地理的表示に係る商標の不適正使用に対しては、
産業規制官庁である農林水産食品部の行政規制で支援されることが期待される。 
そして、地理的表示団体標章の類似判断については、地理的表示団体標章間の類似判断
と通常商標と地域団体商標間の類似判断に分けて分析した。前者のケースは稀であると考
えられるが、もし、地理的表示団体標章間の類似判断をするなら、他人の周知商標の登録
制限規定が適用され、共に登録が認められなくなるしかない。そのため、審査段階での調
整が必要になると考えられた。後者の通常商標と地域団体商標間の類似判断については、
①通常商標登録(先願)と地理的表示団体標章の出願(後願)と、②地理的表示団体標章の商
標登録(先願)と通常の商標登録出願(後願)の関係を分析した。その結果、従来からの識別
力のある図形や文字の組合せで登録された先願の通常登録商標の効力は、地理的表示団体
標章があったとしても変わらないものの、実際の営業において影響が出ると考えられた。
しかし、地理的表示を保護する法趣旨からやむを得ない採り方であると判断した。その上
で、地理的表示団体標章についてのみなし侵害規定の趣旨を分析した。通常商標と異なる
特性として、地理的表示団体標章の指定商品は特定産地と密接な関連性をある物に限定さ
れている。この密着性という地理的表示団体標章の特性のため、需要者は、第三者の類似
商品についての商標使用行為に対して、指定商品との誤認混同を起こす可能性が尐なくな
る。そこで、韓国の商標法では類似商品について別途の規定を定めて、第三者の商標選択
の幅をより広く認めたと解釈した。 
次に、地理的表示団体標章の商品品質との関係について論じた。地理的表示団体標章の
特徴として、出願登録時から特定産地商品が周知されているため、通常商標より需要者の
間で商品の品質が期待されている。これを反映して、商標法では、通常商標の取消事由と
は別に、地理的表示団体標章において団体標章権者若しくはその所属団体員が、需要者に
商品の品質について誤認又は地理的出所についての混同をもたらすおそれがある場合を取
消審判事由として定めている。この場合の所属団体員の地位は、通常使用権者の地位とは
異なる点があり、所属団体員の場合は、特定地域団体というより密接な関係で結ばれてい
る。そのため、解釈上、通常使用権者に対する｢相当の注意義務｣は、地理的表示団体標章
の場合は、さらに厳格に義務付けられることも予想される。即ち、地理的表示団体標章と
その品質保護との関係は、積極的な意味での品質保証義務までは至らないものの、地理的
団体標章権者にはその所属団体員の品質誤認行為を防ぐための厳格な注意義務が負わされ
ているため、商品のより高い品質が保証されると判断した。 
次に、商標法による地理的表示の保護における第三者の保護について検討した。保護方
法として二つを考慮した。一つは、地域団体商標に対する先使用権制度を設ける方法であ
る。日本ではこの方法をとっている。もう一つは、地理的表示団体標章の効力を制限する
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方法である。韓国ではこの方法をとっている。両方を比較した上で、韓国の方法が第三者
の使用を保護するのに十分であるか否かを分析した。その結果、先使用権があることで第
三者の使用行為は明確に保護されると判断された。しかし、先使用権が認められるとして
も、効力として従来から地域民の営業で認められてきた記述的表示としての産地表示を使
用する行為を超えていない。そして、広く周知されていない産地表示の使用行為に先使用
権を認めることで、同制度の趣旨について混同が起こる可能性もあると分析した。そのた
め、韓国では、地理的表示団体標章権に対する先使用権制度をおかず、地理的表示団体標
章権の効力を制限する方法をとっていると判断した。 
最後に、地理的表示の普通名称化の問題については、欧州共同体の普通名称化防止と関
連する規定から分析した。その結果、欧州地理的表示登録制度には、普通名称化が起きる
潜在的な要素を予め防止する要件を登録要件としておいたため、登録後、普通名称化を認
めないと宣言することができたということがわかった。そして、地理的表示保護制度が整
備されていない間に、第三国で地理的表示が普通名称化又は商標登録されてしまった事例
については、二国間交渉で解決していることが分かった。 
韓国の残された当面の問題は、地理的表示の定義に適するよりよい品質の商品の育成と
地域ブランドの保護の強化である。地理的表示は、重要な経済的な産物でありながら伝統
的で文化的な産物でもあるので、根気強い維持努力が求められる。各地理的表示の保護制
度が上記の目的を支える手段としてその役割を果たすためには、今後の経済状況にあわせ
て、多数制度の修正を伴う改正が行わなければならないと考えられる。 
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終 章 
 
一 韓国商標法の取組み 
 
本稿は、非典型商標、証明商標制度、地理的表示保護制度、其々の国際動向や諸国での
保護状況を分析した後、各制度への韓国の取組みを検討した。 
非典型商標については、本来ならば、商標は商品の出所を表示する標章であり、商品そ
のもの又は商品の特徴を保護するものでないため、非典型商標は商標の保護対象として認
められなかった。ところが、非典型商標のなかにも、商標法の保護要件である特定可能な
もので、識別力を獲得しながら機能的でないものが現れたため、商標法をもって保護する
ことも可能になった。しかし、非典型商標を商標の保護対象として認めるためには、明確
な基準を設定して保護対象として特定する等の十分な検討が必要である。本稿は、非典型
商標の特定方法、自他商品役務識別力の判断、色彩商標における機能排除原則、そして意
匠権を中心に他の知的財産権との関係について、韓国商標法の取組みを分析した。 
証明商標制度は新しく韓国に紹介された制度である。そのため、証明商標制度自体の研
究だけでなく、証明商標なしに現行制度でも証明商標制度の役割が充分に果たされていた
か否かの検討も必要である。そこで、本稿は、証明商標制度、現行制度との比較、そして
証明商標制度の導入後に生じ得る法的問題について研究した。具体的に、米国式証明商標
制度を主な研究対象にして、証明商標制度の特徴を分析した。そして、関連現行制度とし
て商標制度上の品質保証機能、地理的表示保護制度、認証制度を選び、其々の韓国と日本
の制度を分析した。さらに、法的問題として、商標の保護対象拡大の必要性、証明商標出
願人適格能力と登録後の責任、証明商標第三類型の導入可能性、三つの地理的表示保護制
度の並存と実効性、商標法一部改正法律案の一私案を提示した。 
地理的表示については、本来なら、地理的出所を表示するものであるため、独占的な使
用が適当でなく、商標の保護対象ではなかった。ところが、経済協力協定等に対応するた
めに、韓国では、地理的表示団体標章、そして地理的表示登録制度を用いて地理的表示を
保護している。両制度には共通点があるものの、効力において互いの取扱いが異なるため、
その結果として生じ得る需要者の混同を最小限にする措置が必要であり、商標法には調整
規定が置かれている。そして、商標法により地理的表示を保護するには、法目的からの限
界があり十分な保護に至らない。そのため、地理的表示団体標章の不適正使用に対しては、
産業規制官庁である農林水産食品部からの支援が必要であると考えられる。その他、地理
的表示団体標章の類似判断、地理的表示団体標章と商品品質との関係、そして、商標法
による地理的表示の保護における第三者の保護についても検討を行った。さらに、地理的
表示の普通名称化の問題については、予め普通名称化を起こす潜在的な要素を防止する要
件を定めた欧州共同体の制度を通じて地理的表示登録制度の在り方を分析した。 
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二 三つの商標制度の実効性 
 
上記の分析結果を基に、最後に、この三つの制度(非典型商標、証明商標制度、地理的表
示保護制度)が商標法の目的に相応しい制度であるか否かを再び分析する。商標法は、商標
を保護することにより、商標の使用をする者の業務上の信用の維持を図り、もつて産業の
発達に寄与し、あわせて需要者の利益を保護することを目的とする。この目的に沿って、
商標法が守るべき利益は、商標権者の利益、競業者の利益、消費者の利益、そして産業の
発達に寄与するという社会の利益の四つの利益に分かれる。商標法は、商標権者に出所標
識として商標の独占使用を保証する一方、商品の円滑な取引のために、競業者が其々の商
品の特性を表わすために自由に使用し得る標章としておくべき標章については、法により
自由な使用を保証すべき場合もある。そして、商標を保護する場合の具体的方法や内容は、
需要者の利益を保護するようにすべきであるため、出所表示として独占権が付与された商
標も、自由使用を保証された商標も、それが使用される際に、品質保証機能を通じて消費
者の利益を保護することが期待されている。これらの利益が相互調和されることで、商標
の保護は、産業の発達に寄与することになる。 
この四つの利益は、三つの制度でも保証されるべきである。 
非典型商標については、出所表示として独占権が付与される商標の数が尐ないのに、非
典型商標を登録させるためには商標法の根本的な改正が求められるという批判がある。そ
して、競業者においては非典型商標の登録が不利に作用されるおそれがある。さらに、消
費者においても大きなメリットがあるとは限らない。そのため、ある事業者に非典型商標
を与えることにおいては、自他商品識別力、かつ公益上及び私益上の登録要件が、厳格に
問われるべきである。そうでないと、産業発達に寄与される標章としての役割が果たせな
いためである。 
次に、証明商標については、第三者の適合性評価後の表示としてその必要性が生じてい
る。価額についての激しい競争の下で、商品の品質安全性の問題は常に議論されている。
国内市場だけでなく、特に、海外市場向けの商品については、自己責任による品質管理だ
けは不十分であり、外部の第三者機関の専門家による適合性評価が重要性をもつ。そして、
証明商標は適合性評価後の表示として証明商標権者と結びついているが、証明基準を満た
す誰でも証明商標を使用する権利を有するため、商業的出所を表示していないという意味
では競業者に大きな影響を与えていない。加えて、証明商標には、品質管理機能の充実が
期待されているため、証明商標が付された商品を、消費者は安心して購入することができ
る。証明商標のこのような公共的な特性のため、証明商標の登録出願の審査は強化される
べきであり、登録後の証明商標権者の商標の使用について厳格な規制がとられるべきであ
る。 
最後に、地理的表示は周知の地域商品に付されるため、通常商標と異なって、最初から
登録できる表示は限られている。そのため、地理的表示を保護するためには多数の保護制
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度が必要なのではなく統合されるべきである。そして、地理的表示という特性から競業者
は当該産地の人々に限定される。地理的表示団体標章は商標の効力を制限して、競業者の
適正な使用を保護している。ところが、現在、国内外の地理的商品について、政府機関等
での検査制度があるにもかかわらず、産地を偽って販売される問題が絶えず生じている。
消費者は、結局、商品に書いている表示を信じて購入するしかないので、消費者により分
かりやすい信頼できる表示制度が必要である。今後、国家機関による厳格な管理そして統
合された地理的表示保護制度で、地理的表示についての実効性を向上させ、消費者の利益
を守るべきである。 
以上、商標法の目的規定をもとに三つの制度を分析した。この分析の妥当性は各制度の
具体的な状況により変わり得ると考えられる。本稿の意味は、各制度の導入の必要性につ
いて、各制度をより具体化させて検討したことと、商標の目的の下でさらにその妥当性を
分析したことにあると考えられる。 
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